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1. 背景  

特別養護老人ホーム入所申込者数は、約 42.1 万人と言われている一方、 真に入所が必要と考えら

れる、特別養護老人ホーム入所申請者数は、1割強の 4.2 万人との報告がある。 介護疲れによる心身

のストレスから主介護者のうつ病の発症や高齢被介護者への虐待の増加、家族や身内との不和などが

身体の不調、やがて精神健康に影響することが、社会的に大きな問題となっている。 石垣(2000)は、

家族関係において理解や協力が得られることが主介護者の負担感軽減に繋がると述べている。岸

(2002)は、家族が最も抵抗感を感じる介護サービスを「特別養護老人ホーム」と述べており、家族で

介護を抱え込む傾向にあるとしている。杉澤ら(1992)は、特別養護老人ホーム入所高齢者家族は「罪

悪感」などの精神的負担を持つ家族が全体の 4割と報告している。  

2. 目的と意義 

主介護者の家族機能と精神健康の関連及び、 サービス利用に関する抵抗感と精神健康の関連を明ら

かにすることを目的とする。 

特別養護老人ホーム入所待機者に焦点を当てるのではなく、待機者の家族に焦点を当てることに

よって、 今後の待機者家族の介護状況改善対策の基礎資料を提供できると考えている。  

3. 方法 

特別養護老人ホーム N 苑に現在、入所待機をしている者の家族らを対象とした。主介護者に対して

郵送調査法を用いた。主介護者基本属性として、性別、年齢、待機者との続柄、待機者との同別居の

有無、家族構成、健康状態について尋ねた。待機者の基本属性として、性別、年齢、現在の居住場所、

要介護度、認知症の有無について尋ねた。 家族機能の測定は、Olson(1986)の円環モデルに基づいて

立木ら(1990)が、日本の文化的背景を考慮に入れて開発した、家族システム評価尺度(FACESKGFACESKG

Ⅳ-16)を用いた。精神健康の測定には、米国国立精神衛生研究所でうつ病の疫学研究用に開発された

自己評価尺度(the Center for Epidemiologic Studies Depression Scale、)を、島らにより日本語版

にされた CES-D 日本語版を使用した。サービス利用に関する抵抗感の測定は、松田(1999)の痴呆性高

齢者在宅介護支援サービス利用を阻害する要因に関する研究を参考に、立川ら(2004)が 12 項目からな

る質問項目を作成したものを用いた。 

分析は、家族機能 3 グループと CES-D の 2 群、制度的抵抗感得点 2 群と CES-D 得点 2 群、対人的抵

抗感得点 2 群と CES-D の 2 群をクロス集計、カイ 2 乗検定により、有意な関連があるか検定した。同

別居に分け、同上の分析を行った。桜美林大学研究倫理規程に基づき、平成 23 年 7 月、研究倫理委員

会の承認を得た。 

4. 結果と考察 

家族機能と精神健康には有意な関連はみられなかった。家族機能と精神健康の関連をみる為には、

介護のプロセスを通した、長期的な視点が必要であったと考えられる。制度的抵抗感と精神健康に有

意な関連がみられた。サービスを利用する際の制度的抵抗感を緩和することができれば、主介護者の

精神健康は良くなると推察される。対人的抵抗感と精神健康に有意な関連はみられなかった。本調査

対象者の多くが待機者と別居していることと、質問内容から、対人的抵抗感と精神健康の有意な関連

は認められなかったと考えられる。 

5. 限界と今後の課題 

今後、特別養護老人ホーム入所申請者家族らの主介護者と、特別養護老人ホームへ入所申請を行っ

ていない家族らの主介護者を対象とし、比較する研究をおこないたいと考えている。 
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